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令 和８年度当初教職員人事異動方針・細部事項について 

 令和８年度当初教職員人事異動に係る富士見市教育委員会の方針を別添のとおり定

める。 
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提 案 理 由 

 令和８年度当初教職員人事異動を行うにあたり、本市の人事異動方針・細部事項を

定めたいので、この案を提出します。 
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令和８年度当初富士見市教職員人事異動の方針 

 

１ 基本方針 

（１） 教育界の活性化を図り、気風を刷新して教育効果を高めるため、人材を抜擢

し、適材を適時に適所に配置することを基本に異動を推進する。 

（２） 教育界の人材育成を期して、教職員の視野を広め職務経験を豊かにするため

の異動を推進する。 

（３） 教育の機会均等を図るため、各学校の教職員組織の充実と均衡化に努め、地

域差・学校差を是正する。 

（４） 教育水準の向上を図るため、長期的展望に立って、計画的に異動を実施する。 

（５） 新規採用教職員については、人材育成の観点及び学校間の教職員組織の均衡

を勘案して適切な配置に努める。 

（６） 役職定年後の教職員及び再任用職員については、豊かな経験を生かすととも

に、調和のとれた学校運営に資するため、適切な配置に努める。 

（７） 教職員の個々の能力、適性等を考慮し、積極的な登用に努める。 

（８） 障害のある教職員については、個々の障害の状況、能力、適性等を考慮し、

適切な配置に努める。 

 

２ 転任・転補 

（１）魅力ある学校づくりを推進するため、教職員の特性、能力、勤務実績及び職務

経験並びに各学校の教職員構成及び地域社会との関係を考慮して、適材を適時に

適所に配置する。 

（２）人事異動にあたっては、教職員組織の充実を図るため、学校間の教職員の性別、

年齢、教科等の構成の均衡に配慮する。 

（３）教職員の視野を広め職務経験を豊かにするとともに、学校の活力を高めるため、

新規採用後早期に複数校を経験するよう、積極的に異動を行う。 

（４）学校の気風の停滞を防ぐとともに、職務経験を豊かにするため、同一校勤続年

数の長い者については、積極的に異動を行う。 

（５）配当定員に対して欠員を生ずる場合は、西部教育事務所、他市町村教育委員会

の協力を得て、その補充に努める。 

（６）配当定員に対して過員を生ずる場合は、その調整のための異動を優先するなど、

児童、生徒の減少に伴う人事を重点的に行う。 
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（７）校長、教頭及び主幹教諭については、学校の活性化を図るため、勤務の実績及

び能力等を考慮し、広域的な異動を行う。 

 

３ 期限付人事交流 

教員としての視野を広め資質の向上を図るとともに、児童、生徒一人ひとりの

教育的ニーズに応じて、適切な教育的指導・支援を行う特別支援教育の充実を目

指し、富士見市立小・中学校教員と富士見市立富士見特別支援学校教員との期限

付人事交流を積極的に行う。 
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令和８年度当初富士見市立学校教職員人事異動方針細部事項 

 

 令和８年度当初富士見市立学校教職員人事異動は、「令和８年度当初富

士見市教職員人事異動の方針」に基づき、次に掲げる各項目に従い実施す

る。 

 

１ 基本方針関係 

（１）新規採用教職員 

新規採用教職員の配置については、採用候補者名簿に登載された者

の中から、人材育成の観点及び学校間の教職員組織の均衡を勘案して

行う。 

（２）再任用職員 

再任用職員については、従前の勤務実績等に基づく選考により再任

用する。 

なお、再任用に当たっては、当分の間、退職時における勤務校を所

管する教育委員会の管内への配置を原則とする。ただし、これにより

難い場合は、広域的な異動により適切に配置を行う。 

（３）役職定年後の教職員 

   役職定年後の教職員は、当分の間、役職定年時における勤務校を所

管する市町村教育委員の管内への配置を原則とする。ただし、これに

より難い場合は、広域的な異動により適切に配置を行う。 

 

２ 転任・転補関係 

（１）転任・転補については、教職員の意向を把握し、人事異動方針及び

細部事項に基づいて行う。 

（２）教職員の視野を広げ、職務経験を豊かにするため、市町村間の異動

を積極的に行うとともに、校種間の人事交流に努める。 

（３）次の教員（教頭及び主幹教諭を除く。）、事務職員、学校栄養職員

については、原則として異動を行わない。 

ア 同一校在職３年未満の者 

イ 産休・育休等を取得中及び妊娠中の者 

ウ 休職中の者 

（４）経験豊かな教職員（教頭及び主幹教諭を除く。）の異動については、

各学校の教職員構成及び学校運営の適正化を図るため、計画的に推進

する。 

特に、教頭候補者名簿登載者の異動を積極的に行う。 
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（５）事務職員については、職務経験等を考慮した計画的、積極的な異動

を行う。 

特に、事務主幹については、同一校に複数配置をすることのないよ

う異動を行う。 

（６）学校栄養職員については、職務経験等を考慮し、計画的、積極的な

異動を行う。 

（７）新規採用の教員、事務職員及び学校栄養職員については、多様な経

験を積ませ、資質の向上を図るため、採用後６年以内に異動を行う。

その際、原則として他市町村間の異動を行う。 

（８）学校の気風の停滞を防ぐとともに、職務経験を豊かにするため、教

員、事務職員及び学校栄養職員は、同一校在職１０年以内に異動を行

う。 

特に、７年以上の者については、積極的に異動を行う。 

（９）欠員を補充するための異動については、市町村間、教育事務所間、

校種間の異動も含め、重点的に行う。 

（10）過員を調整するための異動については、優先して行う。 

特に、市町村間、教育事務所間、校種間の異動も含め、重点的に行

う。 

また、小・中・特別支援学校間の異動については、資格及び特性等

を考慮して積極的に行う。 

（11）管理職の異動については、学校の効率的運営と適正な管理が行われ

るよう、年齢・経験年数・特性等を考慮して行う。 

また、原則として、校長・教頭の同時異動は行わない。 

（12）地域差・学校差の是正を図るため、校種及び学校規模等を配慮し、

市町村間・教育事務所間の異動を行う。 

（13）魅力ある学校づくりを推進するために、市町村間の異動に努める。 

（14）小中学校９年間を一貫した教育及び特別支援教育の推進を図るため

に、小・中・特別支援学校間の異動に努める。 

（15）教職員の異動については、個々の能力が十分に発揮できるよう配慮

する。 

（16）障害のある教職員の異動については、個々の障害の状況、能力、適

性等を考慮して行う。 

（17）教職員の心身の状況に応じて、可能な範囲で人事上の配慮を行う。 

（18）子育てや介護など、教職員の家庭状況に応じ、可能な範囲で人事上

の配慮を行う。 
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３ 期限付人事交流 

教員としての視野を広め資質の向上を図るとともに、児童生徒一人

ひとりの教育的ニーズに応じて、適切な教育的指導・支援を行う特別

支援教育の充実を目指し、別紙「令和８年度当初教員人事異動におけ

る富士見市立小・中学校教員と富士見市立富士見特別支援学校教員の

期限付人事交流に関する実施要領」に基づき、富士見市立小・中学校

教員と富士見市立富士見特別支援学校教員との期限付人事交流を積極

的に行う。 

 

４ その他 

（１）長期的展望に立った人事異動計画の立案と実施について 

教育委員会及び校長は、各学校の教職員構成の適正化に配慮し、長

期的展望に立った人事異動計画を立案する。 

（２）退職 

ア 定年退職については、職員の定年等に関する条例の定めるところ

によるものとする。 

イ 勧奨退職については、学校職員勧奨退職取扱要綱に定めるところ

によるものとする。 

令和７年度、退職の勧奨は原則行わない。ただし、勧奨退職制度

を廃止するものではないことから、退職を願い出た者の中で、当該

制度の趣旨に沿う場合には柔軟に対応する。 

なお、学校職員勧奨退職取扱要綱第２の「教育長が定める期日」

は、令和７年１２月８日とする。 

（３）降任 

ア 管理職の希望による降任については、「校長、副校長及び教頭の

希望による降任制度実施要綱」に基づき行う。 

イ 主幹教諭の希望による降任については、「校長、副校長及び教頭

の希望による降任制度実施要綱」に準じて行う。 
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令和８年度当初教員人事異動における富士見市立小・中学校教員と富

士見市立富士見特別支援学校教員の期限付人事交流に関する実施要領  

 

１ 趣旨  

この要領は、富士見市立小・中学校教員と富士見市立富士見特別支援学校教員の

人事交流を通して、教員としての視野を広め資質の向上を図るとともに、児童生

徒一人ひとりの教育的ニーズに応じて、適切な教育的指導・支援を行う特別支援

教育の充実に資することを目的として、期限付人事交流に必要な事項を定めるも

のである。  

 

２ 交流の方法  

富士見市教育委員会(以下、「教育委員会」という)は、富士見市立小・中学校

(以下、「小・中学校」という)、富士見市立富士見特別支援学校(以下、「富士見

特別支援学校」という)との連携、協力を図り、校長から推薦された者の中から、

期限付人事交流の対象者を決定する。  

 

３ 交流の期間  

期間は、原則として３年とする。  

 

４ 交流対象者  

交流に基づく配属先となる学校に必要な小学校又は中学校の教諭の普通免許状を

所有し、異校種での勤務を希望する意欲のある教員のうち、校長の推薦に基づき、

教育委員会が適当と認めた者。  

 

５ 実施手続き  

（１）手続き  

ア 小・中学校の場合  

小・中学校長は、「富士見市立富士見特別支援学校との期限付人事交流推薦

書」（様式１－１小学校、様式１－２中学校）に推薦する人物の「人事に関す

る調書」の写しを添付し、教育委員会へ提出する。  

イ 富士見特別支援学校の場合  

富士見特別支援学校長は、「富士見市立小・中学校との期限付人事交流推薦

書」（様式２）に推薦する人物の「人事に関する調書」の写しを添付し、教育

委員会へ提出する。 

 

（２）提出期限  

   令和８年度当初人事関係書類提出日 

 

 

別紙 
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様式１－１（小学校） 

 

富士見市立富士見特別支援学校との期限付人事交流推薦書 

 

                                                  令和  年  月  日 

 

（宛先）富士見市教育委員会教育長    

 

 

富士見市立    小学校 

校 長          

 

                                    

 令和８年度当初人事における、富士見市立富士見特別支援学校との期限付人事交流

について、下記の職員を推薦いたします。 

 

記 

 

職名 氏  名 年齢 
勤務校 

年 数 

所   見 

(主な校務分掌・研修歴等） 
備考 
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様式１－２（中学校） 

 

富士見市立富士見特別支援学校との期限付人事交流推薦書 

 

                                                  令和  年  月  日 

 

（宛先）富士見市教育委員会教育長   

 

 

富士見市立    中学校 

校 長          

 

                                    

 令和８年度当初人事における、富士見市立富士見特別支援学校との期限付人事交流

について、下記の職員を推薦いたします。 

 

記 

 

職名 氏  名 年齢 教科 
勤務校 

年 数 

所    見 

(主な校務分掌・研修歴等） 
備考 
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様式２ 

 

富士見市立小・中学校との期限付人事交流推薦書 

 

                                                令和  年  月  日 

 

（宛先）富士見市教育委員会教育長   

 

                                   

                                  富士見市立富士見特別支援学校 

  校 長            

 

 

 令和８年度当初人事における、富士見市立小・中学校との期限付人事交流につい

て、下記の職員を推薦いたします。 

 

記 

 

職名 氏 名 年齢 学部 
勤務校 

年 数 

所  見 

(主な校務分掌・研修歴等） 

異動希望 

校 種 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



































報告事項（２）資料 

1 
 

《令和 7年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

埼玉県学力・学習状況調査の結果について 

調査の目的 

 

本県の児童生徒の学力や学習に関する事項等を把握することで、教育施策や指

導の工夫改善を図り、児童生徒一人一人の学力を確実に伸ばす教育を推進する 

 

調査概要 

 

〇実施日   令和７年４月３０日(水)、５月１日(木)、５月８日（木） 

 

〇調査対象  ①児童生徒：小学校４、５、６年生、中学校１、２、３年生 

②学校：小学校等（約６８９校）、中学校等（約３５５校） 

 

〇調査事項  ①児童生徒：教科調査〔国語、算数･数学、英語（中２、中３）〕 

：質問調査 

②学校  ：質問調査 

 

〇調査問題  ・学習指導要領に示された内容のうち調査する各学年の前学年ま

での内容 

       ・学習意欲、学習方法及び生活習慣等に関する事項 

 

〇その他   ・小学校４年から中学校３年まで個人番号で管理し、児童生徒の

学力の伸びの経年変化を確認できるため、全国学力・学習状況

調査にはない「一人ひとりの学力がどれだけ伸びているのか」

という視点で分析が可能である。 

       ・令和６年度より全面ＣＢＴによる実施となった。 
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県平均より高いまたは同等の値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 平均正答率（小学校） 

〇向上が見られた点 ●課題点 

――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

●全体の平均正答率においては、国語・算数ともに小学校全学年で県平均を下回

っている。 

〇国語においては、小５小６で「読む」の領域が県平均を上回っている。  

●国語においては、小４で「言葉の特徴・使い方」「話す・聞く・書く」の領域に

課題がみられる。 

〇算数においては、小５で「数と計算」「図形」の領域が県と同等である。 

●算数においては、小６で「変化と関係」「データの活用」の領域に課題がみられ

る。 
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① 平均正答率（中学校） 

 

〇全体の平均正答率においては、中２、中３で数学・英語の教科が県平均とくらべ

て同等以上となっている。 

〇国語においては、中２、中３で、「話す・聞く・書く」の領域が県平均を上回って

いる。 

●国語においては、中１で「言葉の特徴・使い方」の領域に課題がみられる。 

〇数学においては、中２、中３で「数と計算」の領域が県平均を上回っている。  

●数学においては、中 1 で「変化と関係」「データの活用」の領域に課題がみられ

る。 

〇英語においては、中 2、中３で「読む」の領域が県平均を上回っている。 

【考察】 

◎小・中学校ともに国語の「言葉の特徴・使い方」に課題が見られるが、基礎的な

ドリル学習での習得を目指すのではなく、「読むこと」に関連付ける等の学習展開

の中で定着を図りたい。 

◎中２、中３で学力が県と同等以上になっている根拠を明らかにし、質問紙調査と

関連付けながら、小中連携の視点から、学力向上を目指したい。 
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②解答時間 

 

・小学校で、国語「言葉の特徴・使い方」算数「数と計算」「図形」の解答に時間

がかかっている。 

・中学校で、おおむね解答時間が県より短い。 

●小学校・中学校ともに、見直しの時間が短い。 

【考察】 

◎平均正答率が低い問題において、時間がかかっているが、粘り強く取り組んでい

る姿勢でもある。 

◎見直し時間が短いことは、改善が求められるが、授業において、振り返りや自己

評価の時間を設定していくことが大切になる。 
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〇国語において、小 5、中 2で、数学において、中 2で県の伸びを上回っている。 

●数学において、中 3で県の伸びを下回っている。 

〇小学校・中学校ともに、伸びの合計の値が、県を上回っている。 

③学力のレベルと伸び（令和２～７年度） 
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④学力を伸ばした児童生徒 

〇令和７年度は、学力を伸ばした児童生徒の割合が、多くの項目で県を上回って

いる。 

〇中３の国語・数学で、３年連続（令和５年度中２、令和４年度中１）県の伸ばし

た割合を上回っている。 

●小６の算数で、２年連続（令和５年度小５）県の伸ばした割合を下回っている。 

 

 

【考察】 

◎学力レベルと伸びを見ると、令和７年度は、国語の伸びが顕著に見られており、

平均正答率は県に届いていないものの、昨年度学力を伸ばせなかった児童生徒

が県のレベルに近づいた結果が見て取れる。 

◎学力を伸ばした児童生徒の割合を見ると、全面ＣＢＴ化の影響を受けた令和６

年度に伸ばしきれなかった児童生徒が、令和７年度は、着実に学力を結果が表れ

ている。 
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⑤学力の伸び 

〇小学校・中学校ともに、令和６年度に低下した伸びが令和７年度に回復してい

る。 

〇中１、中２で、令和７年度の伸び幅が大きい。 

●小６算数の上位層、中位層の伸びが県より小さい。 
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⑥学習方略・非認知能力 

〇小学校・中学校ともに、努力調整方略が県と同等である。 

〇小６、中１、中２で、学習方略の変化量が県を上回っている。 

●小学校・中学校ともに、主体的な学びが県を下回っている。 

●小５、中３で、学習方略の変化量に課題がみられる。 

【考察】 

◎主体的・対話的で深い学びを通して、学習方略を身に付けることができるととも

に、日々の学級での活動の中で非認知能力が向上するとされる。これらの力は、

子どもたちの将来にわたって、社会で生きて働く力であり、児童生徒へ育むべき

力として意識して指導にあたる必要がある。今後も、主体的・対話的で深い学び

の視点に立った授業改善に努めるとともに、特別活動をはじめとして教育活動

全体で取り組んでいく必要がある。 
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